
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
希望波に隣接する放送波による妨害を検出する隣接妨害検出手段と、
この隣接妨害検出手段から出力される妨害検出信号に基づいて同調周波数を隣接する放送
波から離調する方向にシフトさせる同調周波数シフト手段と、
この同調周波数シフト手段による同調周波数のシフト幅を希望波に歪みが生じない範囲に
制限するシフト幅制限手段と

を備えていることを特徴とするＦＭ受信装置。
【請求項２】
前記シフト幅制限手段が、受信信号の中間周波信号をＡＭ検波したＡＭ検波出力に基づい
て電界強度を検出する請求項 に記載のＦＭ受信装置。
【請求項３】
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を備え、
このシフト幅制限手段が、受信信号の電界強度を検出する電界強度検出手段と、この電界
強度検出手段によって検出された受信信号の電界強度に基づいて、受信信号の電界強度が
所定の値よりも小さいときには電界強度が小さくなるのに対応してシフト幅が小さくなる
ように同調周波数の最大シフト幅を設定し、電界強度が前記所定の値よりも大きいときに
はシフト幅が所定の一定値になるように同調周波数の最大シフト幅を設定する最大シフト
幅設定手段と

１

希望波に隣接する放送波による妨害を検出する隣接妨害検出手段と、
この隣接妨害検出手段から出力される妨害検出信号に基づいて同調周波数を隣接する放送
波から離調する方向にシフトさせる同調周波数シフト手段と、



シフト幅制限手段が、ＦＭ検波出力の変調レベルを検出する変調レベル検出手段と、
この変調レベル検出手段によって検出されたＦＭ検波出力の変調レベルに基づいて、変調
レベルが所定の値よりも小さいときにはシフト幅が所定の一定値になるように同調周波数
の最大シフト幅を設定し、変調レベルが所定の値よりも大きいときには変調レベルが大き
くなるのに対応してシフト幅が小さくなるように同調周波数の最大シフト幅を設定する最
大シフト幅設定手段と ＦＭ受信装置。
【請求項４】
前記シフト幅制限手段が、ＦＭ検波出力をＡＭ検波したＡＭ検波出力に基づいて変調レベ
ルを検出する請求項 に記載のＦＭ受信装置。
【請求項５】

シフト幅制限手段が、受信信号の電界強度を検出する電界強度検出手段と、ＦＭ検波
出力の変調レベルを検出する変調レベル検出手段と、前記電界強度検出手段によって検出
された受信信号の電界強度に基づいて、受信信号の電界強度が所定の値よりも小さいとき
には電界強度が小さくなるのに対応してシフト幅が小さくなるように同調周波数の最大シ
フト幅を設定し、電界強度が前記所定の値よりも大きいときにはシフト幅が所定の一定値
になるように同調周波数の最大シフト幅を設定する第１最大シフト幅設定手段と、前記変
調レベル検出手段によって検出されたＦＭ検波出力の変調レベルに基づいて、変調レベル
が所定の値よりも小さいときにはシフト幅が所定の一定値になるように同調周波数の最大
シフト幅を設定し、変調レベルが所定の値よりも大きいときには変調レベルが大きくなる
のに対応してシフト幅が小さくなるように同調周波数の最大シフト幅を設定する第２最大
シフト幅設定手段とを備え、
前記同調周波数シフト手段が、前記第１最大シフト幅設定手段と第２最大シフト幅設定手
段によってそれぞれ設定された同調周波数の最大シフト幅のうち小さい方の最大シフト幅
によって同調周波数をシフトさせる ＦＭ受信装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、隣接妨害の検出によって同調周波数をシフトさせるＦＭ受信装置に関する。
【０００２】
【発明が解決しようとする課題】
近年、放送局の増加によって他の放送局との周波数間隔が近接してきており、これにとも
なって、ＦＭ受信装置で受信した希望放送局の同調周波数信号と隣接する他の放送局の周
波数信号との間の干渉や混信により良好な受信が阻害される、いわゆる、隣接妨害と呼ば
れる受信障害の発生が多くなって来ている。
【０００３】
従来のＦＭ受信装置は、上記のような隣接妨害が検出された際に、ＩＦフィルタを切り替
えることによって、隣接妨害を除去している。
【０００４】
すなわち、従来のＦＭ受信装置は、図８に示されるように、隣接妨害が無いときには、フ
ロントエンド１から出力される中間周波数（ＩＦ）信号を、広帯域のフィルタ特性を有す
る広帯域ＩＦフィルタ２Ａに入力して、その帯域通過信号がリミッタ回路３に出力される
ようになっているが、図示しないマイクロコンピュータが、受信波をＡＭ検波したＳメー
タ出力に基づいて隣接妨害信号を検知した際にフィルタ切替スイッチＳＷを切り替えるこ
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この同調周波数シフト手段による同調周波数のシフト幅を希望波に歪みが生じない範囲に
制限するシフト幅制限手段とを備え、
この

を備えていることを特徴とする

３

希望波に隣接する放送波による妨害を検出する隣接妨害検出手段と、
この隣接妨害検出手段から出力される妨害検出信号に基づいて同調周波数を隣接する放送
波から離調する方向にシフトさせる同調周波数シフト手段と、
この同調周波数シフト手段による同調周波数のシフト幅を希望波に歪みが生じない範囲に
制限するシフト幅制限手段とを備え、
この

ことを特徴とする



とにより、ＩＦ信号を狭帯域のフィルタ特性を有する狭帯域ＩＦフィルタ２Ｂに入力して
、この狭帯域ＩＦフィルタ２Ｂにより隣接妨害信号を除去するようになっている。
【０００５】
しかしながら、このような従来のＦＭ受信装置では、ＩＦフィルタの切替時に急激なＳＮ
比やＴＨＤが悪化するという問題がある。
そして、隣接妨害を除去するために帯域が異なる複数のＩＦフィルタを備える必要があり
、製品コストが高くなるという問題がある。
【０００６】
そこで、本件出願人は、上記のような従来のＦＭ受信装置における問題点を解決するため
に、隣接妨害が生じている方向を検出してＦＭ受信装置の同調周波数を妨害が生じている
方向と反対方向にシフトさせることにより隣接妨害を除去する新規なＦＭ受信装置を提案
している。
【０００７】
しかしながら、このような同調周波数をシフトさせることによって隣接妨害を除去するＦ
Ｍ受信装置においては、隣接妨害波の電界強度が大きい場合には、それにともなって同調
周波数が過量にシフトされてしまい、希望波が歪んでしまうという問題が発生してくる。
【０００８】
また、希望波の電界強度が小さい場合に、隣接妨害の検出によって同調周波数が過量にシ
フトされると、希望波に歪みが生じるという問題が発生する。
さらにまた、希望波のＦＭ変調度を深くすると実質的に音質が良くなるが、この希望波の
ＦＭ変調度が深い場合に、隣接妨害の検出によって同調周波数が過量にシフトされると、
希望波に歪みが生じるという問題が生じる。
【０００９】
この発明は、上記のような隣接妨害の検出によって同調周波数をシフトさせるＦＭ受信装
置において発生する問題点を解決するために為されたものである。
すなわち、この発明は、隣接妨害の検出によって同調周波数をシフトさせる際に、希望波
に歪みが生じるのを防止することが出来るＦＭ受信装置を提供することを目的としている
。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
第１の発明によるＦＭ受信装置は、上記目的を達成するために、希望波に隣接する放送波
による妨害を検出する隣接妨害検出手段と、この隣接妨害検出手段から出力される妨害検
出信号に基づいて同調周波数を隣接する放送波から離調する方向にシフトさせる同調周波
数シフト手段と、この同調周波数シフト手段による同調周波数のシフト幅を希望波に歪み
が生じない範囲に制限するシフト幅制限手段とを備え

ていることを
特徴としている。
【００１１】
この第１の発明によるＦＭ受信装置は、隣接妨害が生じた際に、隣接妨害検出手段によっ
て、例えばＦＭ検波回路から出力されるＦＭ検波出力とＡＭ検波回路から出力されるＳメ
ータ出力との相関に基づいて、隣接妨害波の検出を行う。
【００１２】
そして、この隣接妨害検出手段による検出結果に基づいて、同調周波数シフト手段が，Ｆ
Ｍ受信装置の同調周波数を隣接妨害を生じさせる放送波から離調する方向にシフトさせる
ことにより、隣接妨害を除去する。このとき、シフト幅制限手段が、隣接妨害が検出され
た際の同調周波数のシフト幅を希望波に歪みが生じない所要の範囲に制限する。
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、このシフト幅制限手段が、受信信
号の電界強度を検出する電界強度検出手段と、この電界強度検出手段によって検出された
受信信号の電界強度に基づいて、受信信号の電界強度が所定の値よりも小さいときには電
界強度が小さくなるのに対応してシフト幅が小さくなるように同調周波数の最大シフト幅
を設定し、電界強度が前記所定の値よりも大きいときにはシフト幅が所定の一定値になる
ように同調周波数の最大シフト幅を設定する最大シフト幅設定手段とを備え



【００１３】
以上のように、上記第１の発明によれば、隣接妨害が検出された際に、ＦＭ受信装置の同
調周波数が隣接妨害波から離調する方向にシフトされることによって隣接妨害が除去され
るとともに、同調周波数が過量にシフトされるのが防止されて、希望波に歪みが生じるの
が防止される。

【００１７】
第 の発明によるＦＭ受信装置は、前記目的を達成するために、第 の発明の構成に加え
て、前記シフト幅制限手段が、受信信号の中間周波信号をＡＭ検波したＡＭ検波出力に基
づいて電界強度を検出することを特徴としている。
【００１８】
この第 の発明によるＦＭ受信装置によれば、シフト幅制限手段における同調周波数の最
大シフト幅の設定基準となる電界強度が、受信信号の中間周波信号をＡＭ検波したＡＭ検
波出力に基づいて検出される。
【００１９】
第 の発明によるＦＭ受信装置は、前記目的を達成するために、

シフト幅制限手段が、ＦＭ検
波出力の変調レベルを検出する変調レベル検出手段と、この変調レベル検出手段によって
検出されたＦＭ検波出力の変調レベルに基づいて、変調レベルが所定の値よりも小さいと
きにはシフト幅が所定の一定値になるように同調周波数の最大シフト幅を設定し、変調レ
ベルが所定の値よりも大きいときには変調レベルが大きくなるのに対応してシフト幅が小
さくなるように同調周波数の最大シフト幅を設定する最大シフト幅設定手段とを備えてい
ることを特徴としている。
【００２０】
この第 の発明によるＦＭ受信装置は、

シフト幅制限手段 、変調レベル検出手段によって検出されたＦＭ検波出力の変調レ
ベルに基づいて同調周波数の最大シフト幅の設定を行う。
【００２１】
すなわち、ＦＭ検波出力の変調レベルが所定の値よりも小さいときにはシフト幅が所定の
一定値になるように設定を行い、ＦＭ検波出力の変調レベルが前記所定の値よりも大きい
ときには変調レベルが大きくなるのに対応してシフト幅が小さくなるように同調周波数の
最大シフト幅の設定を行う。
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すなわち、このシフト幅制限手段は、電界強度検出手段によって検出された受信信号の電
界強度に基づいて同調周波数の最大シフト幅の設定を行う。すなわち、受信信号の電界強
度が所定の値よりも小さいときには電界強度が小さくなるのに対応してシフト幅が小さく
なるように同調周波数の最大シフト幅を設定し、電界強度が前記所定の値よりも大きいと
きにはシフト幅が所定の一定値になるように設定する。

すなわち、電界強度が小さい場合にはその大きさに対応して同調周波数の最大シフト幅が
小さくなるように制限され、電界強度が所定値よりも大きい場合には、所定の一定値より
も大きくならないように制限されるので、電界強度の大きさに対応した同調周波数の最大
シフト幅の制限が行われて、希望波に歪みが生じるのが防止される。

２ １

２

３ 希望波に隣接する放送波
による妨害を検出する隣接妨害検出手段と、この隣接妨害検出手段から出力される妨害検
出信号に基づいて同調周波数を隣接する放送波から離調する方向にシフトさせる同調周波
数シフト手段と、この同調周波数シフト手段による同調周波数のシフト幅を希望波に歪み
が生じない範囲に制限するシフト幅制限手段とを備え、この

３ 隣接妨害が生じた際に、隣接妨害検出手段によっ
て、例えばＦＭ検波回路から出力されるＦＭ検波出力とＡＭ検波回路から出力されるＳメ
ータ出力との相関に基づいて、隣接妨害波の検出を行う。
　そして、この隣接妨害検出手段による検出結果に基づいて、同調周波数シフト手段が，
ＦＭ受信装置の同調周波数を隣接妨害を生じさせる放送波から離調する方向にシフトさせ
ることにより、隣接妨害を除去する。
このとき、シフト幅制限手段が、隣接妨害が検出された際の同調周波数のシフト幅を希望
波に歪みが生じない所要の範囲に制限する。
この は



【００２２】
以上のように、上記第 の発明によれば、

ＦＭ検波出力の変調レベルが小さい場合には同調周波数の最大シフト幅が所定
の一定値よりも大きくならないように制限され、変調レベルが所定値よりも大きい場合に
はその大きさに対応して同調周波数の最大シフト幅が小さくなるように制限されるので、
ＦＭ検波出力の変調レベルに対応した同調周波数の最大シフト幅の制限が行われて、希望
波に歪みが生じるのが防止される。
【００２３】
第 の発明によるＦＭ受信装置は、前記目的を達成するために、第 の発明の構成に加え
て、前記シフト幅制限手段が、ＦＭ検波出力をＡＭ検波したＡＭ検波出力に基づいて変調
レベルを検出することを特徴としている。
【００２４】
この第 の発明によるＦＭ受信装置によれば、シフト幅制限手段における同調周波数の最
大シフト幅の設定基準となるＦＭ検波出力の変調レベルが、ＦＭ検波出力をＡＭ検波した
ＡＭ検波出力に基づいて検出される。
【００２５】
第 の発明によるＦＭ受信装置は、前記目的を達成するために、

シフト幅制限手段が、受信信
号の電界強度を検出する電界強度検出手段と、ＦＭ検波出力の変調レベルを検出する変調
レベル検出手段と、前記電界強度検出手段によって検出された受信信号の電界強度に基づ
いて、受信信号の電界強度が所定の値よりも小さいときには電界強度が小さくなるのに対
応してシフト幅が小さくなるように同調周波数の最大シフト幅を設定し、電界強度が前記
所定の値よりも大きいときにはシフト幅が所定の一定値になるように同調周波数の最大シ
フト幅を設定する第１最大シフト幅設定手段と、前記変調レベル検出手段によって検出さ
れたＦＭ検波出力の変調レベルに基づいて、変調レベルが所定の値よりも小さいときには
シフト幅が所定の一定値になるように同調周波数の最大シフト幅を設定し、変調レベルが
所定の値よりも大きいときには変調レベルが大きくなるのに対応してシフト幅が小さくな
るように同調周波数の最大シフト幅を設定する第２最大シフト幅設定手段とを備え、前記
同調周波数シフト手段が、前記第１最大シフト幅設定手段と第２最大シフト幅設定手段に
よってそれぞれ設定された同調周波数の最大シフト幅のうち小さい方の最大シフト幅によ
って同調周波数をシフトさせることを特徴としている。
【００２６】
この第 の発明によるＦＭ受信装置は、

シフト幅制限手段 、第１最大シフト幅設定手段により、電界強度検出手段によって
検出された受信信号の電界強度に基づいて、受信信号の電界強度が所定の値よりも小さい
ときには電界強度が小さくなるのに対応してシフト幅が小さくなるように同調周波数の最
大シフト幅を設定し、電界強度が前記所定の値よりも大きいときにはシフト幅が所定の一
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３ 隣接妨害が検出された際に、ＦＭ受信装置の同
調周波数が隣接妨害波から離調する方向にシフトされることによって隣接妨害が除去され
るとともに、同調周波数が過量にシフトされるのが防止されて、希望波に歪みが生じるの
が防止される。
すなわち、

４ ３

４

５ 希望波に隣接する放送波
による妨害を検出する隣接妨害検出手段と、この隣接妨害検出手段から出力される妨害検
出信号に基づいて同調周波数を隣接する放送波から離調する方向にシフトさせる同調周波
数シフト手段と、この同調周波数シフト手段による同調周波数のシフト幅を希望波に歪み
が生じない範囲に制限するシフト幅制限手段とを備え、この

５ 隣接妨害が生じた際に、隣接妨害検出手段によっ
て、例えばＦＭ検波回路から出力されるＦＭ検波出力とＡＭ検波回路から出力されるＳメ
ータ出力との相関に基づいて、隣接妨害波の検出を行う。
そして、この隣接妨害検出手段による検出結果に基づいて、同調周波数シフト手段が，Ｆ
Ｍ受信装置の同調周波数を隣接妨害を生じさせる放送波から離調する方向にシフトさせる
ことにより、隣接妨害を除去する。
このとき、シフト幅制限手段が、隣接妨害が検出された際の同調周波数のシフト幅を希望
波に歪みが生じない所要の範囲に制限する。
この は



定値になるように設定を行うとともに、第２最大シフト幅設定手段により、変調レベル検
出手段によって検出されたＦＭ検波出力の変調レベルに基づいて、ＦＭ検波出力の変調レ
ベルが所定の値よりも小さいときにはシフト幅が所定の一定値になるように設定を行い、
ＦＭ検波出力の変調レベルが前記所定の値よりも大きいときには変調レベルが大きくなる
のに対応してシフト幅が小さくなるように同調周波数の最大シフト幅の設定を行う。
【００２７】
そして、同調周波数シフト手段が、第１最大シフト幅設定手段と第２最大シフト幅設定手
段によってそれぞれ設定された同調周波数の最大シフト幅のうち小さい方の最大シフト幅
の設定値に基づいて同調周波数のシフトを行う。
【００２８】
以上のように、上記第 の発明によれば、

同調周波数の最大シフト幅が電界強度とＦＭ検波出力の変調レベルに基づいて
設定され、双方に基づいてそれぞれ設定された同調周波数の最大シフト幅のうち、小さい
方の設定値によって同調周波数の最大シフト幅が制限されるので、希望波に歪みが生じる
のが確実に防止される。
【００２９】
【発明の実施の形態】
以下、この発明の最も好適と思われる実施の形態について、図面を参照しながら詳細に説
明を行う。
【００３０】
図１は、この発明によるＦＭ受信装置の実施形態の一例を示すブロック図である。
この図１において、図示しないアンテナ回路によって受信された放送波が高周波増幅回路
によって増幅されることにより生成された希望波（ＲＦ信号）は、混合器１０に入力され
る。
【００３１】
そして、この混合器１０において、ＲＦ信号は、局部発振回路１１から入力される局部発
振信号と混合されて中間周波数（ＩＦ）信号に変換され、さらに、ＩＦ増幅回路１２によ
って増幅される。
【００３２】
このＩＦ信号は、次に、リミッタ回路１３に入力されて振幅が一定のＦＭ信号に生成され
た後、ＦＭ検波回路１４においてＦＭ検波されて、そのＦＭ検波出力ａが、図示しないス
テレオ復調回路およびディエンファシス，低周波増幅回路を通ってステレオ再生される。
以上の構成は、従来のＦＭ受信装置と同様の構成である。
【００３３】
このＦＭ受信装置は、さらに、上記構成に加えて、リミッタ回路１３に入力される前のＩ
Ｆ信号をＡＭ検波するＡＭ検波回路１５と、このＡＭ検波回路１５からのＡＭ検波出力（
Ｓメータ出力）ｂとＦＭ検波回路１４からのＦＭ検波出力ａが入力されて隣接妨害波の周
波数が希望波の周波数に比べて高いか低いかを検出する妨害方向検出回路１６と、この妨
害方向検出回路１６からの検出信号に基づいて局部発振回路１１に同調周波数データ信号
ｃを出力して局部発振回路１１から出力される局部発振信号の周波数を制御するマイクロ
コンピュータ１７と、ＦＭ検波回路１４から出力されるＦＭ検波出力ａが入力されてこの
ＦＭ検波出力ａをＡＭ検波することによりＦＭ変調レベルの検出を行い、そのＦＭ変調レ
ベル検出信号ｄをマイクロコンピュータ１７に出力する変調レベル検出回路１８を備えて
いる。
【００３４】
そして、ＡＭ検波回路１５から出力されるＡＭ検波出力（Ｓメータ出力）ｂの一部がマイ
クロコンピュータ１７に入力されるようになっている。
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５ 隣接妨害が検出された際に、ＦＭ受信装置の同
調周波数が隣接妨害波から離調する方向にシフトされることによって隣接妨害が除去され
るとともに、同調周波数が過量にシフトされるのが防止されて、希望波に歪みが生じるの
が防止される。
すなわち、



【００３５】
図２は、妨害方向検出回路１６の構成を示すブロック図である。
この図２において、妨害方向検出回路１６は、ＡＭ検波回路１５から出力されたＡＭ検波
出力ｂが入力されるＨＰＦ１６Ａと、このＨＰＦ１６Ａを通過したＡＭ検波出力ｂが入力
されてこのＡＭ検波出力ｂのビート周期を検出するコンパレータ１６Ｂと、ＦＭ検波回路
１４から出力されたＦＭ検波出力ａが入力されるＨＰＦ１６Ｃと、このＨＰＦ１６Ｃを通
過したＦＭ検波出力ａとコンパレータ１６Ｂにおいて検出されたＡＭ検波出力ｂのビート
周期によりＦＭ検波出力ａのＡＣ成分のサンプリング（ＦＭ検波出力ａとＡＭ検波出力ｂ
の乗算）を行うサンプリング回路１６Ｄと、このサンプリング回路１６Ｄからのサンプリ
ング出力が入力されるＬＰＦ１６Ｅと、このＬＰＦ１６Ｅを通過した乗算出力が入力され
てこの乗算出力をあらかじめ設定された上基準値および下基準値と比較してＨＩ信号また
はＬＯ信号を出力する第１ウインドコンパレータ１６Ｆと、ＦＭ検波回路１４からのＦＭ
検波出力ａが入力されるＬＰＦ１６Ｇと、このＬＰＦ１６Ｇを通過したＦＭ検波出力ａが
入力されてこのＦＭ検波出力ａのＤＣ成分をあらかじめ設定された上基準値および下基準
値と比較してＨＩ信号またはＬＯ信号を出力する第２ウインドコンパレータ１６Ｈと、第
１ウインドコンパレータ１６Ｆおよび第２ウインドコンパレータ１６ＨのそれぞれからＨ
Ｉ信号またはＬＯ信号が入力されてこの第１ウインドコンパレータ１６Ｆまたは第２ウイ
ンドコンパレータ１６ＨからのＨＩ信号またはＬＯ信号をマイクロコンピュータ１７に出
力する制御回路１６Ｉとから構成されている。
【００３６】
次に、上記の妨害方向検出回路１６における隣接妨害の方向検出の動作について説明を行
う。
ここで、この妨害方向検出回路１６の作動の説明の前に、先ず、ＦＭ検波出力ａの特性に
ついての説明を行う。
【００３７】
図３および４は、ＦＭ検波出力ａとＡＭ検波出力ｂの周波数変動を、それぞれ、希望波と
妨害波の比（Ｄ／Ｕ比）をシュミレーションによって時間とともに変化させてプロットす
ることにより示したグラフであり、図３は、隣接妨害波の周波数が希望波の周波数に比べ
て高い（＋２００ｋＨｚ）場合（以下、上側妨害という）の周波数変動を、また、図４は
、隣接妨害波の周波数が希望波の周波数に比べて低い（－２００ｋＨｚ）場合（以下、下
側妨害という）の周波数変動を示している。
【００３８】
この図３および４から、隣接妨害が生じているときには、ＦＭ検波出力ａとＡＭ検波出力
ｂの双方に妨害に伴うビート成分が生じているのが分かる。
そしてさらに、隣接妨害によって、以下の特性が現れているのが分かる。
すなわち、
（１）隣接妨害波が希望波よりも弱い（Ｄ／Ｕ比がマイナス）のとき、
ａ）上側妨害（図３）のときには、ＦＭ検波出力ａのビート成分とＡＭ検波出力ｂのビー
ト成分が互いに同相となり、
ｂ）下側妨害（図４）のときには、ＦＭ検波出力ａのビート成分とＡＭ検波出力ｂのビー
ト成分が互いに逆相になり、
（２）隣接妨害波が希望波よりも強い（Ｄ／Ｕ比がプラス）のとき、
ｃ）上側妨害（図３）のときには、ＦＭ検波出力ａのＤＣが妨害波の離調周波数分だけプ
ラスの方向にずれており、
ｄ）下側妨害（図４）のときには、ＦＭ検波出力ａのＤＣが妨害波の離調周波数分だけマ
イナスの方向にずれている。
【００３９】
妨害方向検出回路１６は、以上のようなＦＭ検波出力ａの特性を利用して、上記（１）の
隣接妨害波が希望波よりも弱い（Ｄ／Ｕ比がマイナス）場合については、第１ウインドコ
ンパレータ１６Ｆによって妨害方向の検出を行い、上記（２）の隣接妨害波が希望波より
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も強い（Ｄ／Ｕ比がプラス）場合については、第２ウインドコンパレータ１６Ｈによって
妨害方向の検出を行う。
【００４０】
すなわち、妨害方向検出回路１６は、ＦＭ検波出力ａのＨＰＦ１６Ｃを通過したＡＣ成分
を、サンプリング回路１６Ｄにおいて、ＨＰＦ１６Ａを通過したＡＭ検波出力ｂが入力さ
れるコンパレータ１６Ｂから得られるビート周期で、サンプリング（ＦＭ検波出力ａとＡ
Ｍ検波出力ｂを乗算）する。
【００４１】
次に、ＬＰＦ１６Ｅを通過したサンプリング回路１６Ｄの乗算出力のＤＣ成分を、第１ウ
インドコンパレータ１６Ｆに入力する。
そして、この第１ウインドコンパレータ１６Ｆにおいて、乗算出力のＤＣ成分値を、あら
かじめ設定されている上基準値および下基準値と比較する。
【００４２】
ここで、この第１ウインドコンパレータ１６Ｆに設定された上基準値と下基準値は、隣接
妨害が有ったときに後述する同調周波数のシフトを行うか否かを判定するための乗算出力
のＤＣ成分値の上限と下限の値を示すものである。
また、サンプリング回路１６Ｄからの乗算出力は、前述したように、上側妨害（妨害波周
波数＞希望波周波数）の場合には、ＦＭ検波出力ａとＡＭ検波出力ｂのビート成分が互い
に同相であるためプラスとなり、下側妨害（妨害波周波数＜希望波周波数）の場合には互
いに逆相であるためマイナスとなる。
【００４３】
従って、第１ウインドコンパレータ１６Ｆにおける比較において、
ｉ）ＤＣ成分値＞上基準値の場合には、サンプリング回路１６Ｄからの乗算出力がプラス
であり隣接妨害が設定された上基準値よりも大きいことを示すＨＩ信号を制御回路１６Ｉ
に出力し、
ｉｉ）　ＤＣ成分値＜下基準値の場合には、サンプリング回路１６Ｄからの乗算出力がマ
イナスであり隣接妨害が設定された下基準値よりも小さいことを示すＬＯ信号を制御回路
１６Ｉに出力し、
ｉｉｉ）　下基準値＜ＤＣ成分値＜上基準値の場合には、制御回路１６Ｉに何も信号を出
力しない。
【００４４】
制御回路１６Ｉは、第１ウインドコンパレータ１６Ｆから上記のＨＩ信号が入力されたと
きには、隣接妨害が上側妨害であり同調周波数のシフトを行う必要があるとの判断を行い
、ＬＯ信号が入力されたときには、隣接妨害が上側妨害であり同調周波数のシフトを行う
必要があるとの判断を行う。
また、妨害方向検出回路１６は、ＦＭ検波出力ａのＬＰＦ１６Ｇを通過したＤＣ成分を、
第２ウインドコンパレータ１６Ｈに入力して、このＦＭ検波出力ａのＤＣ成分値を、あら
かじめ設定されている上基準値および下基準値と比較する。
【００４５】
ここで、この第２ウインドコンパレータ１６Ｈに設定された上基準値と下基準値は、隣接
妨害が有ったときに後述する同調周波数のシフトを行うか否かを判定するためのＦＭ検波
出力ａのＤＣ成分のオフセット量の上限と下限の値を示すものである。
【００４６】
また、ＦＭ検波出力ａのＤＣ成分は、前述したように、上側妨害（妨害波周波数＞希望波
周波数）の場合にはプラスの方向にずれ、下側妨害（妨害波周波数＜希望波周波数）の場
合にはマイナスの方向にずれる。
従って、第２ウインドコンパレータ１６Ｈにおける比較において、
ｉｖ）　ＤＣ成分値＞上基準値の場合には、ＤＣ成分がプラス方向にずれており隣接妨害
が設定された上基準値よりも大きいことを示すＨＩ信号を制御回路１６Ｉに出力し、
ｖ）　ＤＣ成分値＜下基準値の場合には、ＤＣ成分がマイナス方向にずれており隣接妨害
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が設定された下基準値よりも小さいことを示すＬＯ信号を制御回路１６Ｉに出力し、
ｖｉ）　　下基準値＜ＤＣ成分値＜上基準値の場合には、制御回路１６Ｉに何も信号を出
力しない。
【００４７】
制御回路１６Ｉは、第２ウインドコンパレータ１６Ｈから上記のＨＩ信号が入力されたと
きには、隣接妨害が上側妨害であり同調周波数のシフトを行う必要があるとの判断を行い
、ＬＯ信号が入力されたときには、隣接妨害が上側妨害であり同調周波数のシフトを行う
必要があるとの判断を行う。
【００４８】
そして、制御回路１６Ｉは、第１ウインドコンパレータ１６Ｆと第２ウインドコンパレー
タ１６ＨからともにＨＩ信号またはＬＯ信号が入力されるときには、第２ウインドコンパ
レータ１６Ｈからの信号を優先させて妨害方向の判断を行い、第２ウインドコンパレータ
１６Ｈから何も信号が入力されないときには、第１ウインドコンパレータ１６Ｆからの信
号に基づいて妨害方向の判断を行う。
【００４９】
そして、制御回路１６Ｉは、第２ウインドコンパレータ１６Ｈまたは第１ウインドコンパ
レータ１６ＦからのＨＩ信号によって、隣接妨害が上側妨害であり同調周波数のシフトを
行う必要があると判断した場合には、マイクロコンピュータ１７に妨害検出出力ＨＩ信号
を出力する。
【００５０】
また、制御回路１６Ｉは、第２ウインドコンパレータ１６Ｈまたは第１ウインドコンパレ
ータ１６ＦからのＬＯ信号によって、隣接妨害が下側妨害であり同調周波数のシフトを行
う必要があると判断した場合には、マイクロコンピュータ１７に妨害検出出力ＬＯ信号を
出力する。
【００５１】
そして、マイクロコンピュータ１７は、この制御回路１６Ｉから入力される妨害検出出力
ＨＩ信号およびＬＯ信号に基づいて、局部発振回路１１に、この局部発振回路１１から混
合器１０に出力される局部発振信号の同調周波数（局発周波数）を隣接妨害が生じている
方向と反対方向にシフトさせる同調周波数データ（直流電圧）信号ｃを出力する。
【００５２】
すなわち、マイクロコンピュータ１７に妨害方向検出回路１６から妨害検出出力ＨＩ信号
が入力されるときには、隣接妨害が上側妨害であり除去する必要があるほどに大きい場合
であるから、マイクロコンピュータ１７は、局部発振回路１１のＰＬＬにＶＯＣから混合
器１０に出力される局部発振信号の同調周波数を小さくなる方向にシフトさせる同調周波
数データ信号ｃを出力する。
【００５３】
反対に、マイクロコンピュータ１７に妨害方向検出回路１６から妨害検出出力ＬＯ信号が
入力されるときには、隣接妨害が下側妨害であり除去する必要があるほどに大きい場合で
あるから、マイクロコンピュータ１７は、局部発振回路１１のＰＬＬにＶＯＣから混合器
１０に出力される局部発振信号の同調周波数を大きくなる方向にシフトさせる同調周波数
データ信号ｃを出力する。
【００５４】
この同調周波数データ信号ｃによってシフトされる同調周波数の最大シフト幅は、マイク
ロコンピュータ１７により、ＡＭ検波回路１５から入力されるＡＭ検波出力ｂによって示
される電界強度と、変調レベル検出回路１８から入力されるＦＭ変調レベル検出信号ｄに
よって示されるＦＭ変調レベルに基づいて、設定される。
【００５５】
このマイクロコンピュータ１７による同調周波数のシフト幅の設定は、以下のようにして
行われる。
すなわち、マイクロコンピュータ１７は、ＡＭ検波回路１５から入力されるＡＭ検波出力
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ｂによって示される受信波の電界強度に基づいて、その電界強度があらかじめ定められた
所定の値よりも小さいときには、電界強度が小さくなるのに対応してシフト幅が小さくな
るように同調周波数の最大シフト幅を設定し、電界強度があらかじめ定められた所定の値
よりも大きいときには、シフト幅があらかじめ定められた一定の値になるように同調周波
数の最大シフト幅を設定する。
【００５６】
図５は、上記のような受信波の電界強度と同調周波数の最大シフト幅の設定値との関係を
示すグラフであって、（ａ）はＡＭ検波出力（Ｓメータ出力）ｂの大きさと受信波の電界
強度の関係を示しており、（ｂ）は電界強度と同調周波数の最大シフト幅との関係を示し
ている。
【００５７】
この図５（ａ）に示されるように、電界強度の大きさはＡＭ検波出力（Ｓメータ出力）ｂ
の大きさに比例しており、マイクロコンピュータ１７は、このＡＭ検波出力（Ｓメータ出
力）ｂの大きさに基づいて電界強度の大きさを認識する。
【００５８】
そして、マイクロコンピュータ１７は、図５（ｂ）に示されるように、電界強度が所定の
値ｅよりも小さいときには、電界強度が小さくなるのに対応してシフト幅ｆ’が小さくな
るように最大シフト幅を設定し、電界強度が所定の値ｅよりも大きいときには、最大シフ
ト幅を一定のシフト幅ｆになるように設定する。
【００５９】
さらに、マイクロコンピュータ１７は、変調レベル検出回路１８から入力されるＦＭ変調
レベル検出信号ｄによって示されるＦＭ検波出力ａのＦＭ変調レベルに基づいて、そのＦ
Ｍ変調レベルがあらかじめ定められた所定の値よりも小さいときには、シフト幅があらか
じめ定められた一定の値になるように同調周波数の最大シフト幅を設定し、ＦＭ変調レベ
ルがあらかじめ定められた所定の値よりも大きいときには、ＦＭ変調レベルが大きくなる
のに対応してシフト幅が小さくなるように同調周波数の最大シフト幅を設定する。
【００６０】
図６は、上記のようなＦＭ検波出力のＦＭ変調レベルと同調周波数の最大シフト幅の設定
値との関係を示すグラフであって、（ａ）はＦＭ変調レベル検出信号ｄの出力とＦＭ変調
レベルの関係を示しており、（ｂ）はＦＭ変調レベルと同調周波数の最大シフト幅との関
係を示している。
【００６１】
この図６（ａ）に示されるように、ＦＭ変調レベルはＦＭ変調レベル検出信号ｄの大きさ
に比例しており、マイクロコンピュータ１７は、このＦＭ変調レベル検出信号ｄの大きさ
に基づいてＦＭ変調レベルを認識する。
【００６２】
そして、マイクロコンピュータ１７は、図６（ｂ）に示されるように、ＦＭ変調レベルが
所定の値ｇよりも小さいときには、最大シフト幅を一定のシフト幅ｈに設定し、ＦＭ変調
レベルが所定の値ｇよりも大きいときには、ＦＭ変調レベルが大きくなるのに対応してシ
フト幅ｈ’が小さくなるように同調周波数の最大シフト幅を設定する。
【００６３】
ここで、マイクロコンピュータ１７が受信信号の電界強度とＦＭ検波出力のＦＭ変調レベ
ルの双方から同調周波数の最大シフト幅の設定を行うときには、マイクロコンピュータ１
７は、受信信号の電界強度に基づく同調周波数の最大シフト幅の値とＦＭ検波出力のＦＭ
変調レベルに基づく同調周波数の最大シフト幅の値のうち、小さい方の値によって同調周
波数の最大シフト幅の設定を行う。
【００６４】
図７は、上記のようなマイクロコンピュータ１７における同調周波数の最大シフト幅の設
定の手順を示すフローチャートである。
この図７において、マイクロコンピュータ１７は、受信信号の電界強度の大きさとあらか
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じめ定められている電界強度の値ｅとを比較して（ステップｓ１）、電界強度が値ｅより
も小さいときには、電界強度が小さくなるのに対応して小さくなるシフト幅の値ｆ’を選
択し（ステップｓ２）、電界強度が値ｅよりも大きいときには、一定のシフト幅の値ｆを
選択する（ステップｓ３）。
【００６５】
次に、ＦＭ検波出力のＦＭ変調レベルとあらかじめ定められているＦＭ変調レベルの値ｇ
とを比較して（ステップｓ４）、ＦＭ変調レベルが値ｇよりも小さいときには、一定のシ
フト幅の値ｈを選択し（ステップｓ５）、ＦＭ変調レベルが値ｇよりも大きいときには、
ＦＭ変調レベルが大きくなるのに対応して小さくなるシフト幅の値ｈ’を選択する（ステ
ップｓ６）。
【００６６】
次に、上記のようにして選択された電界強度に基づくシフト幅の値ｆまたはｆ’とＦＭ変
調レベルに基づくシフト幅の値ｈまたはｈ’とを比較して（ステップｓ７）、電界強度に
基づくシフト幅の値ｆまたはｆ’のほうが小さいときには、同調周波数の最大シフト幅を
値ｆまたはｆ’に設定し（ステップｓ８）、ＦＭ変調レベルに基づくシフト幅の値ｈまた
はｈ’のほうが小さいときには、同調周波数の最大シフト幅を値ｈまたはｈ’に設定する
（ステップｓ９）。
【００６７】
そして、この設定された同調周波数の最大シフト幅の値を隣接妨害が下側妨害の場合は同
調周波数の初期値に加算し、上側妨害の場合は同調周波数の初期値から減算して、その周
波数データを同調周波数データ信号ｃによって局部発振回路１１に出力する（ステップｓ
１０）。
局部発振回路１１は、以上のようにして設定された同調周波数の最大シフト幅内において
、隣接妨害検出時に、同調周波数を隣接妨害が存在する方向と反対方向にシフトさせる。
【図面の簡単な説明】
【図１】この発明の実施形態における一例を示すブロック図である。
【図２】同例における妨害方向検出回路の構成を示すブロック図である。
【図３】上側妨害のときのＦＭ受信機におけるＦＭ検波出力とＡＭ検波出力の周波数変動
を示すグラフである。
【図４】下側妨害のときのＦＭ受信機におけるＦＭ検波出力とＡＭ検波出力の周波数変動
を示すグラフである。
【図５】（ａ）はＳメータ出力と電界強度の関係を示すグラフであり、（ｂ）は最大シフ
ト幅と電界強度の関係を示すグラフである。
【図６】（ａ）は変調検出出力と変調レベルの関係を示すグラフであり、（ｂ）は最大シ
フト幅と変調レベルの関係を示すグラフである。
【図７】同例における固定周波数の最大シフト幅の設定の手順を示すフローチャートであ
る。
【図８】従来例を示すブロック図である。
【符号の説明】
１０　…混合器
１１　…局部発振回路（同調周波数シフト手段）
１２　…ＩＦ増幅回路
１３　…リミッタ回路
１４　…ＦＭ検波回路
１５　…ＡＭ検波回路（電界強度検出手段）
１６　…妨害方向検出回路（隣接妨害検出手段）
１６Ａ…ＨＰＦ
１６Ｂ…コンパレータ
１６Ｃ…ＨＰＦ
１６Ｄ…サンプリング回路
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１６Ｅ…ＬＰＦ
１６Ｆ…ウインドコンパレータ
１６Ｇ…ＬＰＦ
１６Ｈ…ウインドコンパレータ
１６Ｉ…制御回路
１７　…マイクロコンピュータ（同調周波数シフト手段，シフト幅制限手段，シフト幅設
定手段）
１８　…変調レベル検出回路（変調レベル検出手段）
ａ　　…ＦＭ検波出力
ｂ　　…ＡＭ検波出力（Ｓメータ出力）
ｃ　　…同調周波数データ信号
ｄ　　…変調レベル検出信号
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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